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・学校教育法施行規則の一部改正等について（通知）

（平成 18 年 3 月 31 日付 17 文科初第 1177 号） 

（平成 18 年 3 月 31 日付 17 文科初第 1178 号） 

・特別支援教育の推進について（通知）

（平成 19 年 4 月 1 日付 19 文科初第 125 号） 

・障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（通知）

（平成 25 年 10 月 4 日付 25 文科初第 756 号） 

・学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の公布について（通知）

（平成 28 年 12 月 9 日付 28 文科初第 1038 号） 

Ⅱ 特別支援教室での指導の充実に向けて 

（特別支援教室の運営ガイドライン参考）・・・・・・・  135 ページ 

Ⅰ 関係法令・通知 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  114 ページ 

・通級による指導の対象とすることが適当な自閉症者、情緒障害者、学習障

害、注意欠陥多動性障害者に該当する児童生徒について（通知）
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各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 都 道 府 県 知 事 殿

附属学校を置く各国立大学法人学長

文部科学省初等中等教育局長

銭 谷 眞 美

（印影印刷）

の学級において、学習障害（以下「ＬＤ」という。）・注意欠陥多動性障害（以下「ＡＤＨ

Ｄ」という。）等により学習や行動の面で特別な教育的支援を必要としている児童生徒が

約６％程度の割合で在籍している可能性が示されている。こうした状況を踏まえ、小学校

若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の通常の学級に在籍しているＬＤ又はＡＤ

ＨＤの児童生徒であって、一部特別な指導を必要とする者については、適切な指導及び支

援の充実を図るため、改正規則による改正前の学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令

資料Ⅰ　関係法令・通知 17文科初第 1177 号

平成 18年３月 31日

学校教育法施行規則の一部改正等について（通知）

このたび、別 添  1 のとおり「学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平 成 18 年文部科

学省令 第 22 号）」（以下「改正規則」という。）が、平 成 18 年３ 月 31 日に公布され、平 成 18

年４月１日から施行されることとなりました。また、別添  2 のとおり「学校教育法施行規則第

73条の 21第１項の規定による特別の教育課程について定める件の一部を改正する件（平成 18

年文部科学省告示第 54号）」（以下「改正告示」という。）が、平成 18年３月 31日に告示され、

平成 18年４月１日から施行されることとなりました。

今回の改正の趣旨、内容及び留意事項については、下記のとおりですので、十分に御了知の

上、適切に対処下さるようお願いします。

また、各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対し

て、各都道府県知事におかれては、所轄の学校及び学校法人に対して、このことを十分周知さ

れるようお願いします。

記

第  1 改正の趣旨

（１）平 成 14 年に文部科学省が実施した全国実態調査においては、小学校及び中学校の通常

181

第 11号）以下「旧規則」という。）第73条の21に基づく特別の指導（以下「通級による

指導」という。）を実施することができることとする必要があること。あわせて、旧規則

第73条の21第２号に規定する情緒障害者については、その障害の原因及び指導法が異な

るものが含まれていることから、この分類を見直す必要があること。

（２）障害のある児童生徒の状態に応じた指導の一層の充実を図り、障害の多様化に適切に対

応するため、通級による指導を行う際の授業時数の標準を弾力化するとともに、ＬＤ又は

ＡＤＨＤの児童生徒に対して通級による指導を行う際の授業時数の標準を設定する必要

があること。

第２ 改正の内容

（１）学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）の一部改正

① 通級による指導の対象となる者として、学習障害者及び注意欠陥多動性障害者を加え、

これらに該当する児童生徒についても通級による指導を行うことができることとする

こと。（改正規則による改正後の学校教育法施行規則（以下「新規則」という。）第 73

条の２１第６号及び第７号関係）

② 旧規則第 73 条の 21 第２号に規定される情緒障害者については、「障害のある児童生

徒の就学について」（平成14年５月27日付け14文科初第291号初等中等教育局長通知）

において「一 自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加で

き、一部特別な指導を必要とする程度のもの」又は「二 主として心理的な要因による

選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指

導を必要とする程度のもの」に該当する者を対象としてきたところである。しかし、近

年、これらの障害の原因及び指導法が異なることが明らかになってきたことから、上記

一に該当する者を「自閉症者」とし、上記二に該当する者を「情緒障害者」として分類

を見直すこと。（新規則第73条の21第２号及び第３号関係）

③ ①及び②の改正に伴い、旧規則第 73 条の 21 各号の規定を整備すること。（新規則第

73条の21第４号、第５号及び第８号関係）

（２）学校教育法施行規則第73条の21第１項の規定による特別の教育課程について定める件

（平成５年文部省告示第７号）の一部改正

通級による指導において行うこととしている障害に応じた特別の指導については、障害

の状態の改善又は克服を目的とする指導及び障害の状態に応じて各教科の内容を補充す

るための特別の指導のそれぞれについて授業時数の標準を定めているところであるが、障

害の状態に応じて適切な指導及び必要な支援を行う観点から、通級による指導の授業時数

の標準としては、これらの指導を合計した年間の授業時数の標準のみを定めることとし、

これを年間 35 単位時間から 280 単位時間までとすること。また、新たに通級による指導

の対象となる学習障害者及び注意欠陥多動性障害者については、月 1単位時間程度の指導
も十分な教育的効果が認められる場合があることから、これらの児童生徒に対して通級に

よる指導を行う場合の授業時数の標準については、年間 10 単位時間から 280 単位時間ま

でとすること。（改正告示による改正後の学校教育法施行規則第 73 条の 21 の規定による

特別の教育課程について定める件 2関係）
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各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 都 道 府 県 知 事 殿

附属学校を置く各国立大学法人学長

文部科学省初等中等教育局長

銭 谷 眞 美

（印影印刷）

の学級において、学習障害（以下「ＬＤ」という。）・注意欠陥多動性障害（以下「ＡＤＨ

Ｄ」という。）等により学習や行動の面で特別な教育的支援を必要としている児童生徒が

約６％程度の割合で在籍している可能性が示されている。こうした状況を踏まえ、小学校

若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の通常の学級に在籍しているＬＤ又はＡＤ

ＨＤの児童生徒であって、一部特別な指導を必要とする者については、適切な指導及び支

援の充実を図るため、改正規則による改正前の学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令

資料Ⅰ　関係法令・通知 17文科初第 1177 号

平成 18年３月 31日

学校教育法施行規則の一部改正等について（通知）

このたび、別 添  1 のとおり「学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平 成 18 年文部科

学省令 第 22 号）」（以下「改正規則」という。）が、平 成 18 年３ 月 31 日に公布され、平 成 18

年４月１日から施行されることとなりました。また、別添  2 のとおり「学校教育法施行規則第

73条の 21第１項の規定による特別の教育課程について定める件の一部を改正する件（平成 18

年文部科学省告示第 54号）」（以下「改正告示」という。）が、平成 18年３月 31日に告示され、

平成 18年４月１日から施行されることとなりました。

今回の改正の趣旨、内容及び留意事項については、下記のとおりですので、十分に御了知の

上、適切に対処下さるようお願いします。

また、各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対し

て、各都道府県知事におかれては、所轄の学校及び学校法人に対して、このことを十分周知さ

れるようお願いします。

記

第  1 改正の趣旨

（１）平 成 14 年に文部科学省が実施した全国実態調査においては、小学校及び中学校の通常

181

第 11号）以下「旧規則」という。）第73条の21に基づく特別の指導（以下「通級による

指導」という。）を実施することができることとする必要があること。あわせて、旧規則

第73条の21第２号に規定する情緒障害者については、その障害の原因及び指導法が異な

るものが含まれていることから、この分類を見直す必要があること。

（２）障害のある児童生徒の状態に応じた指導の一層の充実を図り、障害の多様化に適切に対

応するため、通級による指導を行う際の授業時数の標準を弾力化するとともに、ＬＤ又は

ＡＤＨＤの児童生徒に対して通級による指導を行う際の授業時数の標準を設定する必要

があること。

第２ 改正の内容

（１）学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）の一部改正

① 通級による指導の対象となる者として、学習障害者及び注意欠陥多動性障害者を加え、

これらに該当する児童生徒についても通級による指導を行うことができることとする

こと。（改正規則による改正後の学校教育法施行規則（以下「新規則」という。）第 73

条の２１第６号及び第７号関係）

② 旧規則第 73 条の 21 第２号に規定される情緒障害者については、「障害のある児童生

徒の就学について」（平成14年５月27日付け14文科初第291号初等中等教育局長通知）

において「一 自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加で

き、一部特別な指導を必要とする程度のもの」又は「二 主として心理的な要因による

選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指

導を必要とする程度のもの」に該当する者を対象としてきたところである。しかし、近

年、これらの障害の原因及び指導法が異なることが明らかになってきたことから、上記

一に該当する者を「自閉症者」とし、上記二に該当する者を「情緒障害者」として分類

を見直すこと。（新規則第73条の21第２号及び第３号関係）

③ ①及び②の改正に伴い、旧規則第 73 条の 21 各号の規定を整備すること。（新規則第

73条の21第４号、第５号及び第８号関係）

（２）学校教育法施行規則第73条の21第１項の規定による特別の教育課程について定める件

（平成５年文部省告示第７号）の一部改正

通級による指導において行うこととしている障害に応じた特別の指導については、障害

の状態の改善又は克服を目的とする指導及び障害の状態に応じて各教科の内容を補充す

るための特別の指導のそれぞれについて授業時数の標準を定めているところであるが、障

害の状態に応じて適切な指導及び必要な支援を行う観点から、通級による指導の授業時数

の標準としては、これらの指導を合計した年間の授業時数の標準のみを定めることとし、

これを年間 35 単位時間から 280 単位時間までとすること。また、新たに通級による指導

の対象となる学習障害者及び注意欠陥多動性障害者については、月 1単位時間程度の指導
も十分な教育的効果が認められる場合があることから、これらの児童生徒に対して通級に

よる指導を行う場合の授業時数の標準については、年間 10 単位時間から 280 単位時間ま

でとすること。（改正告示による改正後の学校教育法施行規則第 73 条の 21 の規定による

特別の教育課程について定める件 2関係）
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第３ 留意事項

（１）児童生徒が新規則における通級による指導の対象となる自閉症者、情緒障害者、学習障

害者又は注意欠陥多動性障害者に該当するか否かの判断に当たっての留意事項について

は、別に通知するものであること。

（２）通級による指導においては、障害の状態の改善又は克服を目的とする指導を行い、特に

必要な場合に、障害の状態に応じて各教科の内容を補充するための特別の指導を行うこと

とする位置づけについては、変更がないこと。

183

17 文科初第1178 号

平成 18年３月 31日

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 都 道 府 県 知 事 殿

附属学校を置く各国立大学法人学長

文部科学省初等中等教育局長

銭 谷 眞 美

（印影印刷）

通級による指導の対象とすることが適当な自閉症者、情緒障害

者、学習障害者又は注意欠陥多動性障害者に該当する児童生徒

について（通知）

このたび、小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の通常の学級に在籍する学習

障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒を、その障害の状態に応じて行われる特別の指導（以

下「通級による指導」という。）の対象とすることができること等について、学校教育法施行

規則の一部改正等を行い、その改正等の趣旨、内容及び留意事項について、「学校教育法施行

規則の一部改正等について」（平成 18 年３月 31 日付け 17 文科初第 1177 号初等中等教育局長

通知）をもってお知らせしたところです。

この改正に伴い、児童生徒が通級による指導の対象となる自閉症者、情緒障害者、学習障害

者又は注意欠陥多動性障害者に該当するか否かの判断に当たって留意すべき点等は下記のと

おりですので、十分御了知の上、遺漏のないようお願いします。

また、各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対し

て、各都道府県知事におかれては、所轄の学校及び学校法人に対して、このことを十分周知さ

れるようお願いします。

記

学校教育法施行規則第 73 条の 21 の規定に基づく通級による指導は、「障害のある児童生徒

の就学について」（平成14年５月27日付け14文科初第291号初等中等局長通知）（以下「291

号通知」という。）に掲げる者に加え、学習障害者及び注意欠陥多動性障害者についても対象

とするとともに、通級による指導の対象となる情緒障害者については、これまで、291 号通知

においてその障害の程度を「一 自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におお
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第３ 留意事項

（１）児童生徒が新規則における通級による指導の対象となる自閉症者、情緒障害者、学習障

害者又は注意欠陥多動性障害者に該当するか否かの判断に当たっての留意事項について

は、別に通知するものであること。

（２）通級による指導においては、障害の状態の改善又は克服を目的とする指導を行い、特に

必要な場合に、障害の状態に応じて各教科の内容を補充するための特別の指導を行うこと

とする位置づけについては、変更がないこと。

183

17 文科初第1178 号

平成 18年３月 31日

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長

各 都 道 府 県 知 事 殿

附属学校を置く各国立大学法人学長

文部科学省初等中等教育局長

銭 谷 眞 美

（印影印刷）

通級による指導の対象とすることが適当な自閉症者、情緒障害

者、学習障害者又は注意欠陥多動性障害者に該当する児童生徒

について（通知）

このたび、小学校若しくは中学校又は中等教育学校の前期課程の通常の学級に在籍する学習

障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒を、その障害の状態に応じて行われる特別の指導（以

下「通級による指導」という。）の対象とすることができること等について、学校教育法施行

規則の一部改正等を行い、その改正等の趣旨、内容及び留意事項について、「学校教育法施行

規則の一部改正等について」（平成 18 年３月 31 日付け 17 文科初第 1177 号初等中等教育局長

通知）をもってお知らせしたところです。

この改正に伴い、児童生徒が通級による指導の対象となる自閉症者、情緒障害者、学習障害

者又は注意欠陥多動性障害者に該当するか否かの判断に当たって留意すべき点等は下記のと

おりですので、十分御了知の上、遺漏のないようお願いします。

また、各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対し

て、各都道府県知事におかれては、所轄の学校及び学校法人に対して、このことを十分周知さ

れるようお願いします。

記

学校教育法施行規則第 73 条の 21 の規定に基づく通級による指導は、「障害のある児童生徒

の就学について」（平成14年５月27日付け14文科初第291号初等中等局長通知）（以下「291

号通知」という。）に掲げる者に加え、学習障害者及び注意欠陥多動性障害者についても対象

とするとともに、通級による指導の対象となる情緒障害者については、これまで、291 号通知

においてその障害の程度を「一 自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におお
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184

ア 自閉症者

自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別

な指導を必要とする程度のもの

イ 情緒障害者

主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習にお

おむね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの

ウ 学習障害者

全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する

能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示すもので、一部特別な指導を必要

とする程度のもの

エ 注意欠陥多動性障害者

年齢又は発達に不釣り合いな注意力、又は衝動性・多動性が認められ、社会的な活動

や学業の機能に支障をきたすもので、一部特別な指導を必要とする程度のもの

（２）留意事項

イ 通級による指導を行うに際しては、必要に応じ、校長、教頭、特別支援教育コーディ

ネーター、担任教員、その他必要と思われる者で構成する校内委員会において、その必

むね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの」又は、「 二 主として心理的な要因

による選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指

導を必要とする程度のもの」として示してきたところであるが、今般、上記一を自閉症者と、

上記二を情緒障害者として整理することとしたこと。

自閉症者、情緒障害者、学習障害者又は注意欠陥多動性障害者については、それぞれ以下の

（１）の各号に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒を対象として適切な指導が行われること

が適当であること。また、これらの児童生徒を含め、通級による指導を行うに際しての留意事

項については、以下の（２）のとおりであること。

なお、291号通知の記の第 1の 2の bの（１）の「 イ 情緒障害者」は廃止し、これに該当

する障害の種類及び程度については、以下の（１）の「ア　自閉症者」又は「イ　情緒障害

者」に該当するものとする。

また、通級による指導の対象とするか否かの判断に当たっては、保護者の意見を聴いた上で、

障害のある児童生徒に対する教育の経験のある教員等による観察・検査、専門医による診断等

に基づき、教育学、医学、心理学等の観点から総合的かつ慎重に行うこと。

その際、通級による指導の特質に鑑み、個々の児童生徒について、通常の学級での適応性、

通級による指導に要する適正な時間等を十分考慮すること。

（１）障害の種類及び程度

通級による指導を行うに際しての留意事項は以下のとおり。

 ア 通級による指導を担当する教員は、基本的には、この通知又は 291号通知に示された

うちの一の障害の種類に該当する児童生徒を指導することとなるが、当該教員が有する

専門性や指導方法の類似性等に応じて、当該障害の種類とは異なる障害の種類に該当

する児童生徒を指導することができること。

185

要性を検討するとともに、文部科学省の委嘱事業である特別支援教育体制推進事業等に

より各都道府県教育委員会等に設けられた専門家チームや巡回相談等を活用すること。

ウ 通級による指導の対象とするか否かの判断に当たっては、医学的な診断の有無のみに

とらわれることのないよう留意し、総合的な見地から判断すること。

エ 学習障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒については、通級による指導の対象とす

るまでもなく、通常の学級における教員の適切な配慮やティーム・ティーチングの活用、

学習内容の習熟の程度に応じた指導の工夫等により、対応することが適切である者も多

くみられることに十分留意すること。

（３）その他

情緒障害者を対象とする特殊学級については、今後、文部科学省においてその在り方に

ついて検討を進めることとしていること。
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184

ア 自閉症者

自閉症又はそれに類するもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別

な指導を必要とする程度のもの

イ 情緒障害者

主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習にお

おむね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの

ウ 学習障害者

全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する

能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示すもので、一部特別な指導を必要

とする程度のもの

エ 注意欠陥多動性障害者

年齢又は発達に不釣り合いな注意力、又は衝動性・多動性が認められ、社会的な活動

や学業の機能に支障をきたすもので、一部特別な指導を必要とする程度のもの

（２）留意事項

イ 通級による指導を行うに際しては、必要に応じ、校長、教頭、特別支援教育コーディ

ネーター、担任教員、その他必要と思われる者で構成する校内委員会において、その必

むね参加でき、一部特別な指導を必要とする程度のもの」又は、「 二 主として心理的な要因

による選択性かん黙等があるもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部特別な指

導を必要とする程度のもの」として示してきたところであるが、今般、上記一を自閉症者と、

上記二を情緒障害者として整理することとしたこと。

自閉症者、情緒障害者、学習障害者又は注意欠陥多動性障害者については、それぞれ以下の

（１）の各号に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒を対象として適切な指導が行われること

が適当であること。また、これらの児童生徒を含め、通級による指導を行うに際しての留意事

項については、以下の（２）のとおりであること。

なお、291号通知の記の第 1の 2の bの（１）の「 イ 情緒障害者」は廃止し、これに該当

する障害の種類及び程度については、以下の（１）の「ア　自閉症者」又は「イ　情緒障害

者」に該当するものとする。

また、通級による指導の対象とするか否かの判断に当たっては、保護者の意見を聴いた上で、

障害のある児童生徒に対する教育の経験のある教員等による観察・検査、専門医による診断等

に基づき、教育学、医学、心理学等の観点から総合的かつ慎重に行うこと。

その際、通級による指導の特質に鑑み、個々の児童生徒について、通常の学級での適応性、

通級による指導に要する適正な時間等を十分考慮すること。

（１）障害の種類及び程度

通級による指導を行うに際しての留意事項は以下のとおり。

 ア 通級による指導を担当する教員は、基本的には、この通知又は 291号通知に示された

うちの一の障害の種類に該当する児童生徒を指導することとなるが、当該教員が有する

専門性や指導方法の類似性等に応じて、当該障害の種類とは異なる障害の種類に該当

する児童生徒を指導することができること。

185

要性を検討するとともに、文部科学省の委嘱事業である特別支援教育体制推進事業等に

より各都道府県教育委員会等に設けられた専門家チームや巡回相談等を活用すること。

ウ 通級による指導の対象とするか否かの判断に当たっては、医学的な診断の有無のみに

とらわれることのないよう留意し、総合的な見地から判断すること。

エ 学習障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒については、通級による指導の対象とす

るまでもなく、通常の学級における教員の適切な配慮やティーム・ティーチングの活用、

学習内容の習熟の程度に応じた指導の工夫等により、対応することが適切である者も多

くみられることに十分留意すること。

（３）その他

情緒障害者を対象とする特殊学級については、今後、文部科学省においてその在り方に

ついて検討を進めることとしていること。
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19 文科初第 125 号 

平成 19 年 4 月 1 日 

各都道府県教育委員会教育長

各指定都市教育委員会教育長

各都道府県知事 殿 

附属学校を置く各国立大学法人学長 

文部科学省初等中等教育局長 

銭 谷 眞 美 

特別支援教育の推進について（通知） 

 文部科学省では、障害のある全ての幼児児童生徒の教育の一層の充実を図るため、学校におけ

る特別支援教育を推進しています。 

 本通知は、本日付けをもって、特別支援教育が法的に位置付けられた改正学校教育法が施行さ

れるに当たり、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（以下「各

学校」という。）において行う特別支援教育について、下記により基本的な考え方、留意事項等

をまとめて示すものです。 

 都道府県・指定都市教育委員会にあっては、所管の学校及び域内の市区町村教育委員会に対し

て、都道府県知事にあっては、所轄の学校及び学校法人に対して、国立大学法人にあっては、附

属学校に対して、この通知の内容について周知を図るとともに、各学校において特別支援教育の

一層の推進がなされるようご指導願います。 

なお、本通知については、連携先の諸部局・機関への周知にもご配慮願います。 

記 

1．特別支援教育の理念

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援す

るという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、

生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものである。 

 また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのない発

達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施さ

れるものである。 

 さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無やそ

の他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成の基礎とな

るものであり、我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持っている。 

2．校長の責務 

 校長（園長を含む。以下同じ。）は、特別支援教育実施の責任者として、自らが特別支援教育

や障害に関する認識を深めるとともに、リーダーシップを発揮しつつ、次に述べる体制の整備

等を行い、組織として十分に機能するよう教職員を指導することが重要である。 

 また、校長は、特別支援教育に関する学校経営が特別な支援を必要とする幼児児童生徒の将

来に大きな影響を及ぼすことを深く自覚し、常に認識を新たにして取り組んでいくことが重要

である。 

資
料
Ⅰ　
関
係
法
令
・
通
知

120

資
料
編



3．特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組 

特別支援教育を実施するため、各学校において次の体制の整備及び取組を行う必要がある。 

（1）特別支援教育に関する校内委員会の設置

各学校においては、校長のリーダーシップの下、全校的な支援体制を確立し、発達障害を

含む障害のある幼児児童生徒の実態把握や支援方策の検討等を行うため、校内に特別支援教

育に関する委員会を設置すること。 

 委員会は、校長、教頭、特別支援教育コーディネーター、教務主任、生徒指導主事、通級

指導教室担当教員、特別支援学級教員、養護教諭、対象の幼児児童生徒の学級担任、学年主

任、その他必要と思われる者などで構成すること。 

 なお、特別支援学校においては、他の学校の支援も含めた組織的な対応が可能な体制づく

りを進めること。 

（2）実態把握

各学校においては、在籍する幼児児童生徒の実態の把握に努め、特別な支援を必要とする

幼児児童生徒の存在や状態を確かめること。 

さらに、特別な支援が必要と考えられる幼児児童生徒については、特別支援教育コーディ

ネーター等と検討を行った上で、保護者の理解を得ることができるよう慎重に説明を行い、

学校や家庭で必要な支援や配慮について、保護者と連携して検討を進めること。その際、実

態によっては、医療的な対応が有効な場合もあるので、保護者と十分に話し合うこと。

 特に幼稚園、小学校においては、発達障害等の障害は早期発見・早期支援が重要であるこ

とに留意し、実態把握や必要な支援を着実に行うこと。 

（3）特別支援教育コーディネーターの指名

各学校の校長は、特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う教員を「特別支援教育

コーディネーター」に指名し、校務分掌に明確に位置付けること。

特別支援教育コーディネーターは、各学校における特別支援教育の推進のため、主に、校

内委員会・校内研修の企画・運営、関係諸機関・学校との連絡・調整、保護者からの相談窓

口などの役割を担うこと。 

 また、校長は、特別支援教育コーディネーターが、学校において組織的に機能するよう努

めること。 

（4）関係機関との連携を図った「個別の教育支援計画」の策定と活用

特別支援学校においては、長期的な視点に立ち、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した教

育的支援を行うため、医療、福祉、労働等の様々な側面からの取組を含めた「個別の教育支

援計画」を活用した効果的な支援を進めること。 

 また、小・中学校等においても、必要に応じて、「個別の教育支援計画」を策定するなど、

関係機関と連携を図った効果的な支援を進めること。 

（5）「個別の指導計画」の作成 

 特別支援学校においては、幼児児童生徒の障害の重度・重複化、多様化等に対応した教育

を一層進めるため、「個別の指導計画」を活用した一層の指導の充実を進めること。 

 また、小・中学校等においても、必要に応じて、「個別の指導計画」を作成するなど、一人

一人に応じた教育を進めること。 

（6）教員の専門性の向上

特別支援教育の推進のためには、教員の特別支援教育に関する専門性の向上が不可欠であ

る。したがって、各学校は、校内での研修を実施したり、教員を校外での研修に参加させた

りすることにより専門性の向上に努めること。 

 また、教員は、一定の研修を修了した後でも、より専門性の高い研修を受講したり、自ら

最新の情報を収集したりするなどして、継続的に専門性の向上に努めること。 
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 さらに、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所が実施する各種指導者養成研修につい

ても、活用されたいこと。 

 なお、教育委員会等が主催する研修等の実施に当たっては、国・私立学校関係者や保育所

関係者も受講できるようにすることが望ましいこと。 

4．特別支援学校における取組 

（1）特別支援教育のさらなる推進

特別支援学校制度は、障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた教育を実

施するためのものであり、その趣旨からも、特別支援学校は、これまでの盲学校・聾学校・

養護学校における特別支援教育の取組をさらに推進しつつ、様々な障害種に対応することが

できる体制づくりや、学校間の連携などを一層進めていくことが重要であること。 

（2）地域における特別支援教育のセンター的機能

特別支援学校においては、これまで蓄積してきた専門的な知識や技能を生かし、地域にお

ける特別支援教育のセンターとしての機能の充実を図ること。 

 特に、幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校の要請に応じて、発達障害を

含む障害のある幼児児童生徒のための個別の指導計画の作成や個別の教育支援計画の策定な

どへの援助を含め、その支援に努めること。 

 また、これらの機関のみならず、保育所をはじめとする保育施設などの他の機関等に対し

ても、同様に助言又は援助に努めることとされたいこと。 

 特別支援学校において指名された特別支援教育コーディネーターは、関係機関や保護者、

地域の幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び他の特別支援学校並びに保育

所等との連絡調整を行うこと。 

（3）特別支援学校教員の専門性の向上

上記のように、特別支援学校は、在籍している幼児児童生徒のみならず、小・中学校等の

通常学級に在籍している発達障害を含む障害のある児童生徒等の相談などを受ける可能性も

広がると考えられるため、地域における特別支援教育の中核として、様々な障害種について

のより専門的な助言などが期待されていることに留意し、特別支援学校教員の専門性のさら

なる向上を図ること。 

 そのためにも、特別支援学校は、特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保有状況の

改善、研修の充実に努めること。 

 さらに、特別支援学校教員は、幼児児童生徒の障害の重複化等に鑑み、複数の特別支援教

育領域にわたって免許状を取得することが望ましいこと。 

5．教育委員会等における支援 

 各学校の設置者である教育委員会、国立大学法人及び学校法人等においては、障害のある幼

児児童生徒の状況や学校の実態等を踏まえ、特別支援教育を推進するための基本的な計画を定

めるなどして、各学校における支援体制や学校施設設備の整備充実等に努めること。 

 また、学校関係者、保護者、市民等に対し、特別支援教育に関する正しい理解が広まるよう

努めること。 

 特に、教育委員会においては、各学校の支援体制の整備を促進するため、指導主事等の専門

性の向上に努めるとともに、教育、医療、保健、福祉、労働等の関係部局、大学、保護者、NPO

等の関係者からなる連携協議会を設置するなど、地域の協力体制の構築を推進すること。 

 また、教育委員会においては、障害の有無の判断や望ましい教育的対応について専門的な意

見等を各学校に提示する、教育委員会の職員、教員、心理学の専門家、医師等から構成される

「専門家チーム」の設置や、各学校を巡回して教員等に指導内容や方法に関する指導や助言を

行う巡回相談の実施（障害のある幼児児童生徒について個別の指導計画及び個別の教育支援計
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画に関する助言を含む。）についても、可能な限り行うこと。なお、このことについては、保育

所や国・私立幼稚園の求めに応じてこれらが利用できるよう配慮すること。 

 さらに、特別支援学校の設置者においては、特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保

有状況の改善に努めること。 

6．保護者からの相談への対応や早期からの連携 

 各学校及び全ての教員は、保護者からの障害に関する相談などに真摯に対応し、その意見や

事情を十分に聴いた上で、当該幼児児童生徒への対応を行うこと。 

 その際、プライバシーに配慮しつつ、必要に応じて校長や特別支援教育コーディネーター等

と連携し、組織的な対応を行うこと。 

 また、本日施行される「学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等

に関する政令（平成 19 年政令第 55 号）」において、障害のある児童の就学先の決定に際して保

護者の意見聴取を義務付けたこと（学校教育法施行令第 18 条の 2）に鑑み、小学校及び特別支

援学校において障害のある児童が入学する際には、早期に保護者と連携し、日常生活の状況や

留意事項等を聴取し、当該児童の教育的ニーズの把握に努め、適切に対応すること。 

7．教育活動等を行う際の留意事項等 

（1）障害種別と指導上の留意事項

障害のある幼児児童生徒への支援に当たっては、障害種別の判断も重要であるが、当該幼

児児童生徒が示す困難に、より重点を置いた対応を心がけること。 

 また、医師等による障害の診断がなされている場合でも、教師はその障害の特徴や対応を

固定的にとらえることのないよう注意するとともに、その幼児児童生徒のニーズに合わせた

指導や支援を検討すること。 

（2）学習上・生活上の配慮及び試験などの評価上の配慮

各学校は、障害のある幼児児童生徒が、円滑に学習や学校生活を行うことができるよう、

必要な配慮を行うこと。 

 また、入学試験やその他試験などの評価を実施する際にも、別室実施、出題方法の工夫、

時間の延長、人的な補助など可能な限り配慮を行うこと。 

（3）生徒指導上の留意事項

障害のある幼児児童生徒は、その障害の特性による学習上・生活上の困難を有しているた

め、周囲の理解と支援が重要であり、生徒指導上も十分な配慮が必要であること。 

 特に、いじめや不登校などの生徒指導上の諸問題に対しては、表面に現れた現象のみにと

らわれず、その背景に障害が関係している可能性があるか否かなど、幼児児童生徒をめぐる

状況に十分留意しつつ慎重に対応する必要があること。 

 そのため、生徒指導担当にあっては、障害についての知識を深めるとともに、特別支援教

育コーディネーターをはじめ、養護教諭、スクールカウンセラー等と連携し、当該幼児児童

生徒への支援に係る適切な判断や必要な支援を行うことができる体制を平素整えておくこと

が重要であること。 

（4）交流及び共同学習、障害者理解等

障害のある幼児児童生徒と障害のない幼児児童生徒との交流及び共同学習は、障害のある

幼児児童生徒の社会性や豊かな人間性を育む上で重要な役割を担っており、また、障害のな

い幼児児童生徒が、障害のある幼児児童生徒とその教育に対する正しい理解と認識を深める

ための機会である。 

 このため、各学校においては、双方の幼児児童生徒の教育的ニーズに対応した内容・方法

を十分検討し、早期から組織的、計画的、継続的に実施することなど、一層の効果的な実施
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に向けた取組を推進されたいこと。 

 なお、障害のある同級生などの理解についての指導を行う際は、幼児児童生徒の発達段階

や、障害のある幼児児童生徒のプライバシー等に十分配慮する必要があること。 

（5）進路指導の充実と就労の支援

障害のある生徒が、将来の進路を主体的に選択することができるよう、生徒の実態や進路

希望等を的確に把握し、早い段階からの進路指導の充実を図ること。 

また、企業等への就職は、職業的な自立を図る上で有効であることから、労働関係機関等

との連携を密にした就労支援を進められたいこと。 

（6）支援員等の活用

障害のある幼児児童生徒の学習上・生活上の支援を行うため、教育委員会の事業等により

特別支援教育に関する支援員等の活用が広がっている。 

この支援員等の活用に当たっては、校内における活用の方針について十分検討し共通理解

のもとに進めるとともに、支援員等が必要な知識なしに幼児児童生徒の支援に当たることの

ないよう、事前の研修等に配慮すること。 

（7）学校間の連絡

障害のある幼児児童生徒の入学時や卒業時に学校間で連絡会を持つなどして、継続的な支

援が実施できるようにすることが望ましいこと。 

8．厚生労働省関係機関等との連携 

各学校及び各教育委員会等は、必要に応じ、発達障害者支援センター、児童相談所、保健セ

ンター、ハローワーク等、福祉、医療、保健、労働関係機関との連携を図ること。
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25 文科初第 756 号 

平成 25 年 10 月 4 日 

各都道府県・指定都市教育委員会教育長 

各都道府県知事 

附属学校を置く各国立大学法人学長 

構造改革特別区域法第 12 条 殿 

第 1項の認定を受けた各地方公共団体の長 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所理事長 

文部科学省初等中等教育局長 

前 川 喜 平 

障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（通知） 

中央教育審議会初等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システ

ム構築のための特別支援教育の推進（平成 24 年 7 月）」における提言等を踏まえた，学校教育法

施行令の一部改正の趣旨及び内容等については，「学校教育法施行令の一部改正について（通知）」

（平成 25 年 9 月 1 日付け 25 文科初第 655 号）をもってお知らせしました。この改正に伴う，障

害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について留意すべき事項は下記のとおりで

すので，十分に御了知の上，適切に対処下さるようお願いします。

なお，「障害のある児童生徒の就学について（通知）」（平成 14 年 5 月 27 日付け 14 文科初第 291

号）は廃止します。 

また，各都道府県教育委員会におかれては所管の学校及び域内の市町村教育委員会に対して，各

指定都市教育委員会におかれては所管の学校に対して，各都道府県知事及び構造改革特別区域法

第 12 条第 1 項の認定を受けた各地方公共団体の長におかれては所轄の学校及び学校法人等に対

して，各国立大学法人学長におかれては附属学校に対して，下記について周知を図るとともに，

必要な指導，助言又は援助をお願いします。 

記 

第 1 障害のある児童生徒等の就学先の決定 

1 障害のある児童生徒等の就学先の決定に当たっての基本的な考え方 

（1）基本的な考え方

障害のある児童生徒等の就学先の決定に当たっては，障害のある児童生徒等が，その年齢

及び能力に応じ，かつ，その特性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため，可能

な限り障害のある児童生徒等が障害のない児童生徒等と共に教育を受けられるよう配慮し

つつ，必要な施策を講じること。 

（2）就学に関する手続等についての情報の提供

市町村の教育委員会は，乳幼児期を含めた早期からの教育相談の実施や学校見学，認定こ

ども園・幼稚園・保育所等の関係機関との連携等を通じて，障害のある児童生徒等及びその

保護者に対し，就学に関する手続等についての十分な情報の提供を行うこと。 

（3）障害のある児童生徒等及びその保護者の意向の尊重

市町村の教育委員会は，改正後の学校教育法施行令第 18 条の 2に基づく意見の聴取につ

いて，最終的な就学先の決定を行う前に十分な時間的余裕をもって行うものとし，保護者の

意見については，可能な限りその意向を尊重しなければならないこと。
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2 特別支援学校への就学 

（1）就学先の決定

視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）

で，その障害が，学校教育法施行令第 22 条の 3に規定する程度のもののうち，市町村の教

育委員会が，その者の障害の状態，その者の教育上必要な支援の内容，地域における教育の

体制の整備の状況その他の事情を勘案して，特別支援学校に就学させることが適当である

と認める者を対象として，適切な教育を行うこと。

（2）障害の判断に当たっての留意事項

ア 視覚障害者

専門医による精密な診断に基づき総合的に判断を行うこと。なお，年少者，知的障害者等

に対する視力及び視力以外の視機能の検査は困難な場合が多いことから，一人一人の状態

に応じて，検査の手順や方法をわかりやすく説明するほか，検査時の反応をよく確認するこ

と等により，その正確を期するように特に留意すること。 

イ 聴覚障害者

専門医による精密な診断結果に基づき，失聴の時期を含む生育歴及び言語の発達の状態

を考慮して総合的に判断を行うこと。 

ウ 知的障害者

知的機能及び適応機能の発達の状態の両面から判断すること。標準化された知能検査等

の知的機能の発達の遅滞を判断するために必要な検査，コミュニケーション，日常生活，社

会生活等に関する適応機能の状態についての調査，本人の発達に影響がある環境の分析等

を行った上で総合的に判断を行うこと。 

エ 肢体不自由者

専門医の精密な診断結果に基づき，上肢，下肢等の個々の部位ごとにとらえるのでなく，

身体全体を総合的に見て障害の状態を判断すること。その際，障害の状態の改善，機能の回

復に要する時間等を併せ考慮して判断を行うこと。 

オ 病弱者（身体虚弱者を含む。）

医師の精密な診断結果に基づき，疾患の種類，程度及び医療又は生活規制に要する期間等

を考慮して判断を行うこと。 

3 小学校，中学校又は中等教育学校の前期課程への就学 

（1）特別支援学級

学校教育法第 81 条第 2項の規定に基づき特別支援学級を置く場合には，以下の各号に掲

げる障害の種類及び程度の児童生徒のうち，その者の障害の状態，その者の教育上必要な支

援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して，特別支援学級に

おいて教育を受けることが適当であると認める者を対象として，適切な教育を行うこと。 

障害の判断に当たっては，障害のある児童生徒の教育の経験のある教員等による観察・

検査，専門医による診断等に基づき教育学，医学，心理学等の観点から総合的かつ慎重に行

うこと。 

① 障害の種類及び程度

ア 知的障害者

知的発達の遅滞があり，他人との意思疎通に軽度の困難があり日常生活を営むのに

一部援助が必要で，社会生活への適応が困難である程度のもの 

イ 肢体不自由者

補装具によっても歩行や筆記等日常生活における基本的な動作に軽度の困難がある

程度のもの 

ウ 病弱者及び身体虚弱者

一 慢性の呼吸器疾患その他疾患の状態が持続的又は間欠的に医療又は生活の管理を

必要とする程度のもの 
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二 身体虚弱の状態が持続的に生活の管理を必要とする程度のもの 

エ 弱視者

オ 難聴者

補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度のもの

カ 言語障害者

口蓋裂，構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある者，吃音等話し言葉

キ 自閉症・情緒障害者

一 自閉症又はそれに類するもので，他人との意思疎通及び対人関係の形成が困難で

ある程度のもの 

二 主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので，社会生活への適応が

困難である程度のもの 

② 留意事項

特別支援学級において教育を受けることが適当な児童生徒の障害の判断に当たっての留

意事項は，ア～オについては 2（2）と同様であり，また，カ及びキについては，その障害の

状態によっては，医学的な診断の必要性も十分に検討した上で判断すること。 

（2）通級による指導

学校教育法施行規則第 140 条及び第 141 条の規定に基づき通級による指導を行う場合に

は，以下の各号に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒のうち，その者の障害の状態，その

者の教育上必要な支援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案

して，通級による指導を受けることが適当であると認める者を対象として，適切な教育を行

うこと。 

 障害の判断に当たっては，障害のある児童生徒に対する教育の経験のある教員等による

観察・検査，専門医による診断等に基づき教育学，医学，心理学等の観点から総合的かつ慎

重に行うこと。その際，通級による指導の特質に鑑み，個々の児童生徒について，通常の学

級での適応性，通級による指導に要する適正な時間等を十分考慮すること。 

① 障害の種類及び程度

ア 言語障害者

口蓋裂，構音器官のまひ等器質的又は機能的な構音障害のある者，吃音等話し言葉にお

けるリズムの障害のある者，話す，聞く等言語機能の基礎的事項に発達の遅れがある者，

その他これに準じる者（これらの障害が主として他の障害に起因するものではない者に限

る。）で，通常の学級での学習におおむね参加でき，一部特別な指導を必要とする程度のも

の 

イ 自閉症者

自閉症又はそれに類するもので，通常の学級での学習におおむね参加でき，一部特別な

指導を必要とする程度のもの 

ウ 情緒障害者

主として心理的な要因による選択性かん黙等があるもので，通常の学級での学習におお

むね参加でき，一部特別な指導を必要とする程度のもの 

エ 弱視者

拡大鏡等の使用によっても通常の文字，図形等の視覚による認識が困難な程度の者で，

通常の学級での学習におおむね参加でき，一部特別な指導を必要とするもの 

オ 難聴者

拡大鏡等の使用によっても通常の文字，図形等の視覚による認識が困難な程度のも

の 

におけるリズムの障害のある者，話す，聞く等言語機能の基礎的事項に発達の遅れが

ある者，その他これに準じる者（これらの障害が主として他の障害に起因するもので

はない者に限る。）で，その程度が著しいもの 
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 補聴器等の使用によっても通常の話声を解することが困難な程度の者で，通常の学級で

の学習におおむね参加でき，一部特別な指導を必要とするもの 

カ 学習障害者

全般的な知的発達に遅れはないが，聞く，話す，読む，書く，計算する又は推論する能

力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示すもので，一部特別な指導を必要とす

る程度のもの 

キ 注意欠陥多動性障害者

年齢又は発達に不釣り合いな注意力，又は衝動性・多動性が認められ，社会的な活動や

学業の機能に支障をきたすもので，一部特別な指導を必要とする程度のもの

ク 肢体不自由者，病弱者及び身体虚弱者

肢体不自由，病弱又は身体虚弱の程度が，通常の学級での学習におおむね参加でき，一

部特別な指導を必要とする程度のもの 

② 留意事項

通級による指導を受けることが適当な児童生徒の指導に当たっての留意事項は，以下の通

りであること。 

ア 学校教育法施行規則第 140 条の規定に基づき，通級による指導における特別の教育課程

の編成，授業時数については平成 5 年文部省告示第７号により別に定められていること。

同条の規定により特別の教育課程を編成して指導を行う場合には，特別支援学校小学部・

中学部学習指導要領を参考として実施すること。

イ 通級による指導を受ける児童生徒の成長の状況を総合的にとらえるため，指導要録にお

いて，通級による指導を受ける学校名，通級による指導の授業時数，指導期間，指導内容

や結果等を記入すること。他の学校の児童生徒に対し通級による指導を行う学校において

は，適切な指導を行う上で必要な範囲で通級による指導の記録を作成すること。

ウ 通級による指導の実施に当たっては，通級による指導の担当教員が，児童生徒の在籍学

級（他の学校で通級による指導を受ける場合にあっては，在学している学校の在籍学級）

の担任教員との間で定期的な情報交換を行ったり，助言を行ったりする等，両者の連携協

力が図られるよう十分に配慮すること。

エ 通級による指導を担当する教員は，基本的には，この通知に示されたうちの一の障害の

種類に該当する児童生徒を指導することとなるが，当該教員が有する専門性や指導方法の

類似性等に応じて，当該障害の種類とは異なる障害の種類に該当する児童生徒を指導する

ことができること。

オ 通級による指導を行うに際しては，必要に応じ，校長，教頭，特別支援教育コーディネ

ーター，担任教員，その他必要と思われる者で構成する校内委員会において，その必要性

を検討するとともに，各都道府県教育委員会等に設けられた専門家チームや巡回相談等を

活用すること。

カ 通級による指導の対象とするか否かの判断に当たっては，医学的な診断の有無のみにと

らわれることのないよう留意し，総合的な見地から判断すること。

キ 学習障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒については，通級による指導の対象とする

までもなく，通常の学級における教員の適切な配慮やティーム・ティーチングの活用，学

習内容の習熟の程度に応じた指導の工夫等により，対応することが適切である者も多くみ

られることに十分留意すること。

4 その他 

（1）重複障害のある児童生徒等について

重複障害のある児童生徒等についても，その者の障害の状態，その者の教育上必要な支

援の内容，地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して，就学先の決定

等を行うこと。 

（2）就学義務の猶予又は免除について
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治療又は生命・健康の維持のため療養に専念することを必要とし，教育を受けることが

困難又は不可能な者については，保護者の願い出により，就学義務の猶予又は免除の措置

を慎重に行うこと。 

第 2 早期からの一貫した支援について 

1 教育相談体制の整備 

 市町村の教育委員会は，医療，保健，福祉，労働等の関係機関と連携を図りつつ，乳幼児

期から学校卒業後までの一貫した教育相談体制の整備を進めることが重要であること。また，

都道府県の教育委員会は，専門家による巡回指導を行ったり，関係者に対する研修を実施す

る等，市町村の教育委員会における教育相談体制の整備を支援することが適当であること。 

2 個別の教育支援計画等の作成 

 早期からの一貫した支援のためには，障害のある児童生徒等の成長記録や指導内容等に関

する情報について，本人・保護者の了解を得た上で，その扱いに留意しつつ，必要に応じて

関係機関が共有し活用していくことが求められること。 

 このような観点から，市町村の教育委員会においては，認定こども園・幼稚園・保育所に

おいて作成された個別の教育支援計画等や，障害児相談支援事業所で作成されている障害児

支援利用計画や障害児通所支援事業所等で作成されている個別支援計画等を有効に活用しつ

つ，適宜資料の追加等を行った上で，障害のある児童生徒等に関する情報を一元化し，当該

市町村における「個別の教育支援計画」「相談支援ファイル」等として小中学校等へ引き継ぐ

などの取組を進めていくことが適当であること。 

3 就学先等の見直し 

 就学時に決定した「学びの場」は，固定したものではなく，それぞれの児童生徒の発達の

程度，適応の状況等を勘案しながら，柔軟に転学ができることを，すべての関係者の共通理

解とすることが適当であること。このためには，２の個別の教育支援計画等に基づく関係者

による会議等を定期的に実施し，必要に応じて個別の教育支援計画等を見直し，就学先等を

変更できるようにしていくことが適当であること。 

4 教育支援委員会（仮称） 

 現在，多くの市町村の教育委員会に設置されている「就学指導委員会」については，早期

からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず，その後の一貫した支援についても助言を

行うという観点から機能の拡充を図るとともに，「教育支援委員会」（仮称）といった名称と

することが適当であること。 
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28 文科初第 1038 号 

平成 28 年 12 月 9 日 

各都道府県教育委員会教育長 

各指定都市教育委員会教育長 

各都道府県知事 

高等学校及び中等教育学校を設置する学校設置会社 

を所轄する構造改革特別区域法第 12 条第 1 項の 

認定を受けた各地方公共団体の長     殿 

附属高等学校を置く各国立大学法人学長 

附属中等教育学校を置く各国立大学法人学長 

附属特別支援学校高等部を置く各国立大学法人学長 

文部科学省初等中等教育局長 

藤 原  誠 

学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の公布について（通知） 

このたび、「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（平成 28 年文部科学省令第 34 号）【別添１】

及び「学校教育法施行規則第百四十条の規定による特別の教育課程について定める件の一部を改正

する告示」（平成 28 年文部科学省告示第 176 号）【別添 2】が、平成 28 年 12 月 9 日に公布され、平成

30 年 4 月 1 日から施行することとされました。 

改正の趣旨、概要及び留意事項については、下記のとおりですので、事務処理上遺漏のないよう願い

ます。 

各都道府県教育委員会におかれては、指定都市を除く域内の市町村教育委員会及び所管の学校に

対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校に対して、各都道府県及び構造改革特別区

域法第12条第１項の認定を受けた地方公共団体におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対して、

各国立大学法人におかれては、附属学校に対して、このことを十分周知されるよう願います。 

 記 

1 改正の趣旨 

今回の制度改正は、平成 28 年 3 月の高等学校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力

者会議報告「高等学校における通級による指導の制度化及び充実方策について（報告）」（平成 28 年 3

月 高等学校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議）（以下「協力者会議報告」と

いう。）を踏まえ、現在、小学校、中学校、義務教育学校及び中等教育学校の前期課程において実施さ

れている、いわゆる「通級による指導」（大部分の授業を通常の学級で受けながら、一部の授業について

障害に応じた特別の指導を特別な場で受ける指導形態）を、高等学校及び中等教育学校の後期課程に

おいても実施できるようにするものである。 

具体的には、高等学校又は中等教育学校の後期課程に在籍する生徒のうち、障害に応じた特別の指

導を行う必要があるものを教育する場合には、特別の教育課程によることができることとするとともに、その

場合には、障害に応じた特別の指導を高等学校又は中等教育学校の後期課程の教育課程に加え、又

はその一部（必履修教科・科目等を除く。）に替えることができることとし、また、障害に応じた特別の指導

に係る修得単位数を、年間 7 単位を超えない範囲で全課程の修了を認めるに必要な単位数に加えること

ができることとする。 

あわせて、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校における障害に応じた特別

の指導の内容について、各教科の内容を取り扱う場合であっても、障害による学習上又は生活上の困難
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を改善し、又は克服することを目的とする指導として行うものであるとの趣旨を明確化するため、改正を行

うものである。 

2 改正の概要 

第１ 高等学校における通級による指導の制度化 

1 学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 11 号。以下「規則」という。）の一部改正 

2 学校教育法施行規則第 140 条の規定による特別の教育課程について定める件（平成 5 年文部省

告示第７号。以下「告示」という。）の一部改正 

（1）高等学校又は中等教育学校の後期課程において、上記１の（1）に該当する生徒に対し、規則第

140 条の規定による特別の教育課程を編成するに当たっては、当該生徒の障害に応じた特別の

指導を、高等学校又は中等教育学校の後期課程の教育課程に加え、又はその一部に替えること

ができるものとすること。

ただし、障害に応じた特別の指導を、高等学校学習指導要領（平成 21 年文部科学省告示第

34 号）第１章第 3 款の 1 に規定する必履修教科・科目及び総合的な学習の時間、同款の 2 に規

定する専門学科においてすべての生徒に履修させる専門教科・科目、同款の 3 に規定する総合

学科における「産業社会と人間」並びに同章第 4 款の 4、5 及び 6 並びに同章第 7 款の 5 の規定

により行う特別活動に替えることはできないものとすること。（本文関係） 

（2）高等学校又は中等教育学校の後期課程における障害に応じた特別の指導に係る単位を修得し

たときは、年間 7 単位を超えない範囲で当該修得した単位数を当該生徒の在学する高等学校又

は中等教育学校が定めた全課程の修了を認めるに必要な単位数のうちに加えることができるもの

とすること。（3 関係）

第 2 障害に応じた特別の指導の内容の趣旨の明確化 

1 告示の一部改正 

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校における障害に応じた特別の指

導は、障害による学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服することを目的とする指導とし、特に

必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら行うことができるものとするこ

と。（1 関係） 

3 留意事項 

第 1 高等学校における通級による指導の制度化関係 

1 単位認定・学習評価等について 

（1）改正後の規則第 140 条の規定により特別の教育課程を編成し、障害による学習上又は生活上

の困難を改善し、又は克服することを目的とする指導（特別支援学校における自立活動に相当す

る指導）を行う場合には、特別支援学校高等部学習指導要領を参考として実施すること。

 また、現在、高等学校学習指導要領の改訂について中央教育審議会で審議がなされているが、

「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめについて（報告）」（平成 28 年 8 月 26 日

（1）高等学校又は中等教育学校の後期課程において、言語障害者、自閉症者、情緒障害者、弱視

者、難聴者、学習障害者、注意欠陥多動性障害者又はその他障害のある生徒のうち、当該障害

に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育する場合には、文部科学大臣が別に定めるとこ

ろにより、規則第 83 条及び第 84 条（第 108 条第 2 項において準用する場合を含む。）の規定

にかかわらず、特別の教育課程によることができること。 （規則第  140 条関係）

（2） 規則第   140 条の規定により特別の教育課程による場合においては、校長は、生徒が、当該高等

学校又は中等教育学校の設置者の定めるところにより他の高等学校、中等教育学校の後期課程

又は特別支援学校の高等部において受けた授業を、当該高等学校又は中等教育学校の後期課

程において受けた当該特別の教育課程に係る授業とみなすことができること。（いわゆる「他校 通

 級」）（規則第   141 条関係）
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教育課程部会）別紙 6 における記述をふまえ、高等学校学習指導要領の改訂（平成 29 年度末を

予定）等においては、以下について記述を盛り込む予定であるため、この方向性を踏まえて対応

いただきたいこと。 

・ 高等学校における通級による指導の単位認定の在り方については、生徒が高等学校の定め

る「個別の指導計画」に従って通級による指導を履修し、その成果が個別に設定された目標か

らみて満足できると認められる場合には、当該高等学校の単位を修得したことを認定しなけれ

ばならないものとすること。

・ 生徒が通級による指導を 2 以上の年次にわたって履修したときは、各年次ごとに当該特別の

指導について履修した単位を修得したことを認定とすることを原則とするが、年度途中から開始

される場合など、特定の年度における授業時数が、1 単位として計算する標準の単位時間（35

単位時間）に満たなくとも、次年度以降に通級による指導の時間を設定し、2 以上の年次にわた

る授業時数を合算して単位の認定を行うことも可能とすること。また、単位の修得の認定を学期

の区分ごとに行うことも可能とすること。

（2）通級による指導を受ける生徒に係る週当たりの授業時数については、当該生徒の障害の状態等

を十分考慮し、負担過多とならないよう配慮すること。

（3）指導要録の記載に関しては、指導要録の様式１（学籍に関する記録）裏面の「各教科・科目等の

修得単位数の記録」の総合的な学習の時間の次に自立活動の欄を設けて修得単位数の計を記

載するとともに、様式 2（指導に関する記録）の「総合所見及び指導上参考となる諸事項」の欄に、

通級による指導を受けた学校名、通級による指導の授業時数及び指導期間、指導の内容や結果

等を記載すること。なお、他の学校において通級による指導を受けている場合には、当該学校か

らの通知に基づき記載すること。

2 実施形態について 

（1）通級による指導の実施形態としては、(1)生徒が在学する学校において指導を受ける「自校通級」、

(2)他の学校に週に何単位時間か定期的に通級し、指導を受ける「他校通級」、(3)通級による指導

の担当教員が該当する生徒がいる学校に赴き、又は複数の学校を巡回して指導を行う「巡回指

導」が考えられる。実施に当たっては、対象となる生徒の人数と指導の教育的効果との関係性、生

徒や保護者にとっての心理的な抵抗感・通学の負担・学校との相談の利便性、通級による指導の

担当教員と通常の授業の担任教員との連絡調整の利便性等を総合的に勘案し、各学校や地域

の実態を踏まえて効果的な形態を選択すること。

（2）他校通級の場合の取扱いについては、通級による指導を受ける生徒が在学する学校の設置者

が適切に定め、当該定めに従って実施すること。

（3）他校通級の生徒を受け入れる学校にあっては、当該生徒を自校の生徒と同様に責任をもって指

導するとともに、通級による指導の記録を作成し、当該生徒の氏名、在学している学校名、通級に

よる指導を実施した授業時数及び指導期間、指導の内容等を記載し、適正に管理すること。また、

当該生徒が在学する学校に対して、当該記録の写しを通知すること。

 さらに、当該生徒が在学する学校において単位の認定を行うに当たっては、当該記録の内容や

通級による指導の担当教員から得た情報、通常の学級における当該生徒の変化等を総合的に勘

案し、個別に設定された目標の達成状況について評価すること。 

（4）他の設置者が設置する学校において他校通級を行う場合には、生徒が在学する学校の設置者

は、当該生徒の教育について、あらかじめ他校通級を受け入れる学校の設置者と十分に協議を

行うこと。

   3 担当する教員について 

（1）通級による指導を担当する教員は、高等学校教諭免許状を有する者である必要があり、加えて、

特別支援教育に関する知識を有し、障害による学習上又は生活上の困難を改善し、又は克服す

ることを目的とする指導に専門性や経験を有する教員であることが必要であるが、特定の教科の

免許状を保有している必要はないこと。ただし、各教科の内容を取り扱いながら障害に応じた特別

の指導を行う場合には、当該教科の免許状を有する教員も参画して、個別の指導計画の作成や
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指導を行うことが望ましいこと。 

（2）通級による指導の実施に当たっては、その担当教員が、特別支援教育コーディネーター等と連

絡を取りつつ、生徒の在籍学級（他校通級の場合にあっては、在籍している学校の在籍学級）の

担任教員との間で定期的な情報交換を行ったり、助言を行ったりするなど、両者の連携協力が図

られるよう十分に配慮すること。

（3）教員が、本務となる学校以外の学校において通級による指導を行う場合には、任命権を有する

教育委員会が、兼務発令や非常勤講師の任命等により、当該教員の身分の取扱いを明確にする

こと。

（4）通級による指導の担当教員の専門性向上のため、既に多くの教育委員会において実施されて

いる高等学校段階の特別支援教育推進のための研修について、高等学校における通級による指

導の制度化を踏まえた研修対象者の拡充や研修内容の充実に努めること。また、高等学校と特

別支援学校の間で教員の人事交流を計画的に進めるなどの取組も有効であること。

4 実施に当たっての手続き等について 

（1）通級による指導の対象となる生徒の判断手続等については、協力者会議報告に示された、(1)学

校説明会における説明、(2)生徒に関する情報の収集・行動場面の観察、(3)生徒と保護者に対す

るガイダンス、(4)校内委員会等における検討、(5)教育委員会による支援、(6)生徒や保護者との

合意形成といったプロセス等を参考として、各学校や地域の実態を踏まえて実施すること。

（2）通級による指導の実施に当たっては、教育支援委員会等の意見も参考に、個々の障害の状態

及び教育的ニーズ等に応じて適切に行うこと。また、生徒の障害の状態及び教育的ニーズ等の変

化等に応じて、柔軟に教育措置の変更を行うことができるように配慮すること。なお、通級による指

導の対象とすることが適当な生徒の判断に当たっての留意事項等については、「障害のある児童

生徒等に対する早期からの一貫した支援について」（平成 25 年 10 月 4 日付文部科学省初等中

等教育局長通知）【別添 3】を参照されたい。

   5 個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成・引継ぎ等について 

 6 その他 

（1）高等学校においては、特別支援教育コーディネーターの指名や校内委員会の設置をはじめ、

学校全体として特別支援教育を推進するための校内体制の一層の整備に努めること。また、通級

による指導を受ける生徒の心理的な抵抗感を可能な限り払拭するよう、生徒一人一人が多様な教

育的ニーズを有していることをお互いに理解し、個々の取組を認め合えるような学校・学級経営に

努めること。

（2）通級による指導を行うに当たっては、中学校等との連携を図ることが重要であり、通級による指導

を受ける生徒の卒業した中学校等や近隣の中学校等との間で、通級による指導をはじめとした特

別支援教育に関する情報交換や研修会の機会を設けることも有効であること。

（1）対象生徒に対する支援内容に係る中学校からの引継ぎや情報提供のための仕組み作りが必要

であることから、市区町村教育委員会においては、保護者の同意を事前に得るなど個人情報の適

切な取扱いに留意しつつ、都道府県教育委員会とも連携しながら、通級による指導の対象となる

生徒の中学校等在籍時における個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成や引継ぎを促

進するなどの体制の構築に努めること。なお、学習指導要領の改訂についての中央教育審議会

における審議においては、通級による指導を受ける児童生徒及び特別支援学級に在籍する児童

生徒については、一人一人の教育的ニーズに応じた指導や支援が組織的・継続的に行われるよ

う、「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」を全員作成する方向で議論されていることを踏

まえること。

（2）高等学校においては、保護者の同意を事前に得るなど個人情報の適切な取扱いに留意しつつ、

個別の教育支援計画や個別の指導計画を就職先・進学先に引き継ぎ、支援の継続性の確保に努

めること。
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（3）都道府県教育委員会（市区町村立の高等学校がある地域においては、当該市区町村の教育委

員会を含む。）においては、専門家チームや教育支援委員会による助言、巡回相談の実施、障害

者就業・生活支援センター、ＮＰＯ等の関係機関とのネットワークの活用、学校教育法第 74 条に

基づく特別支援学校のセンター的機能の強化等により、高等学校への支援体制の強化に努める

こと。

（4）通級による指導はあくまでも個別に設定された時間で行う授業であり、障害のある生徒の学びの

充実のためには、他の全ての授業においても指導方法の工夫・改善が重要となること。すなわち、

障害のある生徒にとって分かりやすい授業は、障害のない生徒にも分かりやすい授業であることを

全ての教員が理解し、指導力の向上に努めること。

第 2 告示１ただし書きの改正の趣旨について 

  改正前のただし書きは、「障害による学習上又は生活上の困難を改善又は克服する」という通級によ

る指導の目的を前提としつつ、特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を取り扱い

ながら指導を行うことも可能であることを明示する趣旨であるが、単に各教科・科目の学習の遅れを取り

戻すための指導など、通級による指導とは異なる目的で指導を行うことができると解釈されることのない

よう、規定を改め、その趣旨を明確化したものである。 

  したがって、当該改正部分は、高等学校のみならず、小学校、中学校、義務教育学校及び中等教

育学校の前期課程においても十分に留意することが必要であり、各設置者においては、各学校が通級

による指導を教科等の内容を取扱いながら指導を行う場合にも、障害による学習上又は生活上の困難

を改善し、又は克服する目的で行われるよう周知及び指導を徹底すること。 
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資料Ⅱ 

特別支援教室での指導の充実に向けて

（特別支援教室の運営ガイドライン参考） 資
料
Ⅱ　
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● 在籍学級担任等による気になる児童・⽣徒への気付き
● 本⼈や保護者からの申出 等

● 在籍学級担任等による⾏動観察及び「学習と⾏動のチェックリスト」の活⽤
● 各種チェックリスト*1 や発達検査等*2 の活⽤ 等

児童・⽣徒や保護者との合意形成 

チェックリスト等を活⽤した実態把握

指導⽬標の達成状況の確認、 
指導内容の評価、⾒直し 

助⾔・般化 

報告・共有 

⽀援レベル１ 在籍学級担任の指導法の⼯夫等により、対応が可能と思われる程度 
⽀援レベル２ 校内・外の⼈的資源等を活⽤して対応が可能と思われる程度 
⽀援レベル３ 特別⽀援教室の利⽤が適当と思われる程度 

校内委員会による⽀援レベルの検討 

特別⽀援教室の⼊室に係る判定委員会による⼊室決定 

学校⽣活⽀援シート（個別の教育⽀援計画）*3 の作成 

個別指導計画*3 の作成 

特別⽀援教室の個別指導計画 

連携型個別指導計画 

主たる指導⽬標や指導内容を共有 

在籍学級での指導・⽀援 

● 巡回指導教員や在籍学級担任等による⾏動観察
● 各種チェックリストやアセスメントの活⽤ 等

チェックリスト等を活⽤した指導の評価

指導の実施と評価 

退室及び指導延⻑の検討のための校内委員会 

指導延⻑に係る判定委員会 

児童・⽣徒や保護者との合意形成 

「退室に向けた確認事項（案）」の活⽤等による評価 

指導⽬標が達成 指導⽬標が未達成 

退室 指導延⻑ 

区市町村教育委員会への退室に係る報告等 

特別⽀援教室での指導の充実に向けて（案） 

指導⽬標の達成状況の確認、 
指導内容の評価、⾒直し 

特別⽀援教室での指導・⽀援 

指
導
⽬
標
や
指
導
内
容
・
⽅
法
等
の
⾒
直
し

在籍学級の個別指導計画 

＊１ 各種チェックリスト：東京都教育委員会が開発した「文字の読み書きチェックリスト」や「社会性・行動のチェックリスト」
の他、各学校で使用されている行動観察のためのチェックリスト等を示す。 

＊２ 発達検査等：新版 K 式発達検査や WISC-Ⅳ知能検査など、発達の状況等を測る標準化された検査を示す。 
＊３ 学校生活支援シート（個別の教育支援計画）及び個別指導計画の作成においては、保護者の参画が重要である。

⽀援レベル 3（特別⽀援教室の利⽤が適当と思われる程度）の児童・⽣徒への指導・⽀援 

１ 特別⽀援教室の利⽤による指導の検討 
在籍学級において、適切な⽀援を⾏っても、なお課題が継続する場合、巡回指導教員や

スクールカウンセラー、巡回相談⼼理⼠に協⼒を要請し、再度複数の視点で実態把握を⾏
い、⽀援⽅法について検討する必要があります。また、保護者と⾯談を⾏い、学習上・⽣
活上の困難な状況の共有や、医療機関等との連携、発達検査等の実施などについての合意
形成を図ります。

⽀援レベル２から３の検討に当たっては、東京都教育委員会で作成した「読み書きチェ
ックリスト」（１）、「社会性･⾏動のチェックリスト」（２）や「『読めた』『わかった』『できた』
読み書きアセスメント」（３）等を活⽤し、障害の特性を考慮しながら、重点的に指導すべき
項⽬を明確にします。 

２ 「読み書きチェックリスト」、「社会性・⾏動のチェックリスト」の活⽤ 
児童・⽣徒の障害の特性に応じて、「読み書きチェックリスト」や「社会性･⾏動のチェ

ックリスト」を作成し、校内委員会の検討資料とし、⽀援レベル２（学習⽀援員の活⽤等）
や⽀援レベル３（特別⽀援教室）の⽀援が必要かどうか検討します。 

各種チェックリストは、児童･⽣徒⼀⼈⼀⼈の様⼦を観察して作成します。作成において
は、当該児童・⽣徒に対して、在籍学級担任、教科担任、特別⽀援教育コーディネーター
や巡回指導教員等、複数の視点で⾏い、関係する教員間で協議・調整の上、校内検討委員
会の資料とします。チェックリストの作成･集計により、指導上の課題の傾向を把握するこ
とができます。（141・142 ページでは、「社会性・⾏動のチェックリスト」を活⽤した指
導⽬標設定の例を⽰しています。） 

特特別別支支援援教教室室のの利利用用とと在在籍籍学学級級ととのの連連携携  

（１）「小・中学校の特別支援教育の推進のために」（平成 26年３月 東京都教育委員会）参照。 
（２）本資料１４３ページ参照。
（３）「『読めた』『わかった』『できた』読み書きアセスメント 活用＆支援マニュアル」

（小学生版平成 29年 3月、中学生版平成 30 年 3 月 東京都教育委員会）参照。 

資
料
Ⅱ　
特
別
支
援
教
室
で
の
指
導
の
充
実
に
向
け
て
（
特
別
支
援
教
室
の
運
営
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
参
考
）

136

資
料
編



⽀援レベル 3（特別⽀援教室の利⽤が適当と思われる程度）の児童・⽣徒への指導・⽀援 

１ 特別⽀援教室の利⽤による指導の検討 
在籍学級において、適切な⽀援を⾏っても、なお課題が継続する場合、巡回指導教員や

スクールカウンセラー、巡回相談⼼理⼠に協⼒を要請し、再度複数の視点で実態把握を⾏
い、⽀援⽅法について検討する必要があります。また、保護者と⾯談を⾏い、学習上・⽣
活上の困難な状況の共有や、医療機関等との連携、発達検査等の実施などについての合意
形成を図ります。

⽀援レベル２から３の検討に当たっては、東京都教育委員会で作成した「読み書きチェ
ックリスト」（１）、「社会性･⾏動のチェックリスト」（２）や「『読めた』『わかった』『できた』
読み書きアセスメント」（３）等を活⽤し、障害の特性を考慮しながら、重点的に指導すべき
項⽬を明確にします。 

２ 「読み書きチェックリスト」、「社会性・⾏動のチェックリスト」の活⽤ 
児童・⽣徒の障害の特性に応じて、「読み書きチェックリスト」や「社会性･⾏動のチェ

ックリスト」を作成し、校内委員会の検討資料とし、⽀援レベル２（学習⽀援員の活⽤等）
や⽀援レベル３（特別⽀援教室）の⽀援が必要かどうか検討します。 

各種チェックリストは、児童･⽣徒⼀⼈⼀⼈の様⼦を観察して作成します。作成において
は、当該児童・⽣徒に対して、在籍学級担任、教科担任、特別⽀援教育コーディネーター
や巡回指導教員等、複数の視点で⾏い、関係する教員間で協議・調整の上、校内検討委員
会の資料とします。チェックリストの作成･集計により、指導上の課題の傾向を把握するこ
とができます。（141・142 ページでは、「社会性・⾏動のチェックリスト」を活⽤した指
導⽬標設定の例を⽰しています。） 

特特別別支支援援教教室室のの利利用用とと在在籍籍学学級級ととのの連連携携  

（１）「小・中学校の特別支援教育の推進のために」（平成 26年３月 東京都教育委員会）参照。 
（２）本資料１４３ページ参照。
（３）「『読めた』『わかった』『できた』読み書きアセスメント 活用＆支援マニュアル」

（小学生版平成 29年 3月、中学生版平成 30 年 3 月 東京都教育委員会）参照。 
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実態把握から具体的な指導⽬標の設定の例 

３ 指導⽬標・内容の設定について 
⼩学校学習指導要領（平成 29 年３⽉告⽰）では、特別な配慮を必要とする児童への指導

として、次のように⽰しています（中学校学習指導要領においても同様）。 

特別⽀援教室において、上記の特別⽀援学校⼩学部・中学部学習指導要領に⽰された「⾃
⽴活動」の内容を参考とした指導を⾏うに当たり、具体的な指導を計画する際は、次の⼿
順で作成します。 

① 「実態把握」
  ↓ 

② 「指導すべき課題の抽出」
  ↓ 

③ 「指導目標の設定」
  ↓ 

④ 「具体的な指導内容の設定」

① 実態︓漢字や図形の問題が苦⼿で、落ち着きがない
↓ ※⾃⽴活動の 6 区分 27 項⽬の内容を参考に、要因や背景となる課題を分析

② 指導すべき課題の抽出︓注意の集中・持続性、視覚による記憶など
⾃⽴活動の区分「４ 環境の把握」から
（２）感覚や認知の特性についての理解と対応に関すること

↓ 
③ 指導⽬標︓視覚から⼊った情報を思考の中で⽴体に置き換えていく⼒を⾼める。

↓
④ 具体的な指導内容︓

例）ホワイトボードに⽰された⽴体図を⾒て、机上の⽴体ブロックを組み⽴てる。

⼩学校学習指導要領第１章第４の２（１） 
ウ 障害のある児童に対して、通級による指導を⾏い、特別の教育課程を編成する場合に

は、特別⽀援学校⼩学部・中学部学習指導要領第７章に⽰す⾃⽴活動の内容を参考とし、
具体的な⽬標や内容を定め、指導を⾏うものとする。その際、効果的な指導が⾏われるよ
う、各教科等と通級による指導との関連を図るなど、教師間の連携に努めるものとする。
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特別⽀援学校学習指導要領解説 ⾃⽴活動編（平成 30 年３⽉）では、児童・⽣徒の実態
把握から、⾃⽴活動の具体的な指導内容を設定するまでの例として、13 事例が⽰されてい
ます（P32〜P39、P128〜P171）。 

対象となる児童・⽣徒の学校⽣活における課題は様々ですが、上記の事例等も参考とし、
認知⾯や⾏動⾯に留意しながら、重点的な課題や優先する指導内容を絞り込んでいくこと
が重要です。 

その際、指導終了時点の児童・⽣徒が、在籍学級で学習する様⼦をイメージし、⻑期的
な観点（概ね１年間程度）と短期的な観点（学期毎の指導期間を想定）で、「原則の指導期
間」に児童・⽣徒がある程度達成の可能性がある指導⽬標を設定します。 

 

障害の状態は児童・⽣徒⼀⼈⼀⼈異なります。そのため、実態把握に基づいて設定する
指導⽬標や具体的な指導内容、指導⽅法も、必然的に⼀⼈⼀⼈異なります。 

 

中⼼的な課題に対して、児童・⽣徒がどのような姿になるのかを期待し、具体的なイメ
ージをもって⻑期⽬標を設定します。在籍学級と、特別⽀援教室が共通理解を図りながら

①① 実実態態把把握握
・日々の観察や記録とともに、「読み書きチェックリスト」や「社会性行動のチェック

リスト」等を活用する。

②② 「「指指導導すすべべきき課課題題のの抽抽出出」」⇒⇒中中心心的的なな課課題題
・優先順位を考えて課題をリストアップする。
必要性・緊急性・達成の可能性・成果への期待 等

・つまずきに対する指導のみを考えるのではなく、つまずきの原因を分析する。

③③－－１１  「「指指導導目目標標のの設設定定」」（（長長期期目目標標のの設設定定））
・指導終了時点の「在籍学級における様子」をイメージする。

・学校生活支援シートに示された本人や保護者の思いを踏まえる。

「○○ができたら」  

「○○が改善されたら」
学習や生活に主体的、意欲的に

取り組みやすくなる。 

中心的な課題 

原則の指導期間に・・・ 
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指導するためにも、⼀年間で取り組む指導⽬標は、⼀つか⼆つに絞りましょう。ただし、
実態把握から明らかになった複数の⽬標の中の⼀部分であることも共有しておく必要があ
ります。 

 

⻑期⽬標を達成するためには、⼀⼈⼀⼈の児童・⽣徒の状況に応じて、必要な指導内容
を段階的、系統的に取り扱います。また、段階的に短期の指導⽬標が達成され、それがや
がて⻑期の指導⽬標の達成につながるという⾒通しをもって指導を計画することが重要で
す。 

具体的な指導⽬標を設定するための３つの要素 

※１学期間（３か⽉）を「１セッション」と考え、３か⽉×３セッションの指導⽬標

① 指導場面を限定して記述する。【場面・対象】

② 数値や量などで表すか、具体的な内容を記述する。【量・手段】

③ 具体的に想定される動作や表出を記述する。【動作・表出】

③③ －－２２  「「指指導導目目標標のの設設定定」」（（短短期期目目標標のの設設定定））
・スモールステップを意識して、段階的に高めていく。

・評価が可能な記述をする。（条件や基準値等を設定する⇒具体的な評価）

長
期
目
標 

短期目標① 

短期目標② 

短期目標③ 

原 則 の 指 導 期 間 を 想 定 

上記「指導⽬標設定
のポイント」にある、指
導場⾯や⽀援の⼿段、
表出等について、段階
的に設定した短期の指
導⽬標を達成すること
によって、⻑期の指導
⽬標が達成されていく
イメージです。

→ ３ か 月 ←

→ ３ か 月 ←

→ ３ か 月 ←

＜＜指指導導目目標標ののススモモーールルスステテッッププののイイメメーージジ＞＞  
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特別⽀援教室の指導⽬標の設定には、在籍学級担任の関与が不可⽋です。「原則の指導
期間」の期間内に達成が⾒込まれる⽬標であるかどうか検討する必要があります。 

ここでは、「社会性・⾏動のチェックリスト」を活⽤し、指導⽬標を設定した例を紹介
します。 

このような傾向を踏まえ、⾃⽴活動の指導⽬標・内容を検討します。 

① 場面・対象 ②量・手段 ③動作・表出

④ 「具体的な指導内容の設定」

教教員員とと一一対対一一ででのの  

指指導導場場面面でで教教員員にに  

小小集集団団指指導導のの  

場場面面でで教教員員にに  

在在籍籍学学級級でで教教員員にに  

自自分分のの気気持持ちちをを表表現現すするる。。  

相相手手にに応応じじてて表表現現すするる。。  

言言葉葉カカーードドかかららのの選選択択でで  

文文型型をを使使っってて言言葉葉でで  

言言葉葉をを考考ええてて  

登登場場人人物物のの気気持持ちちをを表表現現すするる。。  

短期の指導

目標の例 

個別指導の場⾯で巡回指導教員に、⾔葉カードから選択し、イラスト

で描かれた登場⼈物の気持ちを表現することができる。

長期の指導目標の例：教員に対して適切な言葉で意思を伝えることができる。 

学習面のつまずきの状態から、つまずきに対する指導のみを考えるのではなく、つま
ずきの原因をよく分析して、一人一人の特性に応じた支援の手だてを考えていきます。 

143ページのチェックリストの結果から、当該児童の傾向として、「感情をコントロー
ルし、自分の意見を適切に述べて話し合いをすることに困難がある。」ことが分かります

（※１、※２を参照）。 
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例えば、⾃⽴活動の指導内容として話し合い活動を取り⼊れ、児童が⾃分の意⾒を適切
な⽅法で相⼿に伝えるとともに、相⼿の考えや気持ちを受け⽌めることができるようにな
ることを⽬指して指導計画を作成します。 

また、「指導者と１対１の場⾯」に⽐べて、「集団の中での⾏動」の評価が低かったり、
ばらつきが⾒られたりする様な傾向があれば、集団の中での社会性やコミュニケーション
能⼒を⾼めていくことについて指導⽬標を設定し、指導内容を検討することが考えられま
す。 

その他、⼈と接するうえでのマナーや、相⼿の意⾒を聞き、共感したり、⾃分の考えや
気持ちとの折り合いをつけたりすることを⽬標に、⾃⽴活動の時間の指導計画を作成して
いくことが考えられます。 

傾向 
傾向として、当該児童は、感情をコントロールし、自分の意見を適切に述べて

話し合いをすることに困難がある。」ことが分かった。 

【指導者と１対１の場面】の、 

「切り替え」・「感情の抑制」 

【集団の中での行動】の、「模倣」 

「会話の調整」、「言葉づかい」
※※１１ ※※２２

このような傾向を踏まえ、自立活動の指導目標・内容を検討します。 

指導目標 話し合い活動において、自分の意見をもち、丁寧な言葉で相手

に伝えようとすることができるようになる。 の例 
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チ

ク

様式２－２

社会性・行動のチェックリスト 対象児童 記入者 ○○ ○○ 記入日 令和２年５月○日

学校名 学年・学級

観察項目等 観察内容 前回の
特記事項

結果

指示に従う態度 4 指示に従って行動する等 ○

注目 4 指示した場所・ものに注目する等 ○

模倣 2 簡単な動作の模倣、手遊び等 ○
対

指 人 会話の成立 3 会話が成り立つ、質問等の適切に答える等 ○
導 関 言葉以外のやり取り 3 アイコンタクト・表情や態度の意思疎通 ○
者 係
と 相手の意図の読み取り 3 表情の理解や指さし指示だけで着席する等 ○

一 気持ちの理解 2 相手の気持ちが理解できる等 ○
対 相手との距離 2 物や人との適切な距離の把握等 ○
一 順 順番の理解 4 相手と順番を守ってやり取りできる等 ○ル
の 番

の
や

場 ルールの理解 3 ルールを守ってやりとりできる等 ○理
ル

解
面 順序だてた行動 4 スケジュールにそって一人で活動する等 ○

情 切り替え 2 感情の切り替えができる等 ○ト
緒

ロ
の 感情の抑制 2 自分の感情をコントロールできる等 ○
コ

ル
ン こだわり 3 こだわりが出てしまう等 ○

指示に従う態度（集団） 3 指示に従って行動する等 ○

注目（集団） 2 指導者の指示に注目する等 ○
対 模倣（集団） 2 簡単な動作の模倣、手遊び等 ○
人

会話の調整（集団） 1 ○
集 関

言葉づかい（集団） 1 正しい語句、丁寧な言葉、慣用句で話す等 ○
団 係

集団行動の状況の 3 ○

中 順番の理解（集団） 3 ○
で 順 ルールの理解（集団） 2 ○
の 番

や 順序立てた行動 2 ○理
行 ル

解
話し合い・相談（受容）

動 2 ○
ル
の 話し合い･相談（表出） 2 ○
情 切り替え 2 気持ちの切り替えができる等 ○ト
緒

ロ
の 感情の抑制 2 自分の感情をコントロールできる等 ○
コ

ル
ン こだわり 2 こだわりが出てしまう等 ○

指示に従う態度
こだわり 5 注目

感情の抑制

切り替え

話し合い･相談（表出）

模倣

4 会話の成立

言葉以外のやり取り
3

話し合い・相談（受容） 相手の意図の読み取り
2

順序立てた行動 気持ちの理解1

ルールの理解（集団） 0 相手との距離

順番の理解（集団） 順番の理解

集団行動の状況 ルールの理解

言葉づかい（集団） 順序だてた行動

会話の調整（集団） 切り替え

模倣（集団） 感情の抑制
注目（集団） こだわり

指示に従う態度（集団）

○年○組
○いつでもできる
○よくできる
○全く課題がない

○できない
○課題がある

※１

※２

※１

※２

声のトーンや言葉の抑揚、間のとり方、声
の大きさ等

列に並んだり、みんなが何をやろうとして
いることも見て活動できる等
集団のルールが分かり、守りながら活動で
きる等
集団のルールが分かり、守りながら活動で
きる等
集団の流れの中でスケジュール等にそって
活動する等
話し合い・相談の場面で、人の意見を受け
入れることができる等の受容
話し合い・相談の場面で、自分の意見を適
切に表出できる（表出）

○できることもある ○時々できる
○まあまあできる
○時々課題になる

○だいたいできる
○普通にできる
○たまに課題になる

○少しできる
○ほとんど課題

A
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